
平成 28 年度 施策評価シート

基本目標 5

基本施策 2

単位施策名称 1 行政改革の推進

所管部

１．施策指標

番号

目標指標 単位 区分

計画策定時

の状況

H28 H29 H30 H31 中期目標(H32)

目標値 100 100 100 100 100

実績値 66 策定なし 0 0 0 0

達成状況 未達成 0 0 0 0

目標値

実績値

達成状況

目標値

実績値

達成状況

目標値

実績値

達成状況

総事業費 0 0 0 0 0

うち、一般財源額 0 0 0 0 0

増減率(対前年度、総事業費)

増減率(対前年度、一般財源額)

２．施策の成果を押し上げる事業(事務事業)

番号

事業名称 事務事業評価指標 単位 区分

計画策定時

の状況

H28 H29 H30 H31 目標(H32)

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

01

千円

02

千円

施策の推進に要した総事業費

千円

％

2

3

持続可能なまちづくり

自治を支える安定した行財政運営

施策の方向性

●住民ニーズや社会経済情勢の変化に即応した効果的・効率的な行政運営を行うため、抜本行財政改革を推進します。

総務部

1 行政改革プラン目標達成率（第５次府中町行政改革大綱） ％

4



３．施策の成果を維持する事業(財政計画)

番号

単位 区分 H28 H29 H30 H31 H32

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

４．評価と対応方針

評価分析

前年度評価を踏まえた見直し状況

施策の成果を押し上げる事業（事務事業）の分析

事業名称

指標

達成状況

事業効果 事業改善 今後の方向性 方向性を踏まえた取り組み方針

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

目標と実績の乖離や新たに発生した課題を踏まえた対応方針

（高）

　　効果を維持し、かつより効率的な

　　実施の検討を要する事業数

（低）

（低） （高）

作成担当部長

５．今後の展望

成果を押し上げる事業（事務事業）の今後の展望

事業名称 方向性を踏まえた今後の展望

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

課題等を踏まえた対応方針及び今後の事業の展望を踏まえた施策の方向性

平成３０年度から取り組めるように、第５次行政改革大綱及び行政改革プランの策定を計画的に進めることとします。

千円

10 千円

今後の方向性

総務部長　坂本　雅司

平成27年度までの第4次行政改革大綱の検証を行い、平成28年度は第5次行政改革大綱を策定し、これに基づいて平成28年度行政改革プランを作成する予定としていました。

しかしながら、平成27年度の検証に時間を要し、第5次大綱の策定ができませんでした。これにより、平成28年度の達成率は０％となりました。

9

5 千円

6 千円

7 千円

8 千円

3 千円

4 千円

1 千円

2 千円

事業名称

　

平成28年度、29年度は行政改革プランを策定せず、平成27年度の第4次行政改革プランを引き続き実行することとしま

す。

平成29年12月末までに第5次行政改革大綱を策定し、平成30年度から始まる行政改革プランは平成30年2月までに策定しま

す。

0

事業効果

新たに発生した課題・環境変化

　●成果を押し上げる事業(事務事業）の概況

（効果を高める検討を要する事業数）

事

業

改

善

0 0

（抜本的な見直しを要する事業数） （施策推進に必須な事業数）

0

第5次行政改革大綱と行動計画の行政改革プランの策定が急務です。


